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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　屈折率１.５２以下のトリアセチルセルロースフィルム、アクリル樹脂フィルム又は脂
環式構造含有熱可塑性樹脂フィルムからなる透明プラスチックフィルムの少なくとも片面
に、（Ａ）シリカゾル及び／又はラジカル重合性不飽和基含有有機化合物が結合したシリ
カ微粒子と、（Ｂ）多官能性アクリレート系モノマー及びアクリレート系プレポリマーの
中から選ばれる少なくとも１種、並びに（Ｃ）分子内にラジカル重合性不飽和基を有する
シリコーン化合物とを含む電離放射線感応型樹脂組成物の硬化物からなる屈折率１.５２
以下のハードコート層を設け、ハードコート層と透明プラスチックフィルムの屈折率の差
が０.０２６以下であることを特徴とするハードコートフィルム。
【請求項２】
　ハードコート層中のシリカ含有量が２０～６０重量％である請求項１記載のハードコー
トフィルム。
【請求項３】
　ハードコート層中の（Ｃ）成分含有量が０.０５～５重量％である請求項１又は２記載
のハードコートフィルム。
【請求項４】
　ハードコート層の厚さが０.５～３０μｍである請求項１ないし３のいずれかに記載の
ハードコートフィルム。
【発明の詳細な説明】
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【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明はハードコートフィルムに関する。さらに詳しくは、本発明は高硬度を有し、耐擦
傷性に優れ、かつ低収縮性（硬化収縮率、熱湿収縮率が低い）・低カール性を有する上、
基材フィルムとハードコート層との屈折率差が小さく、干渉縞の発生が抑制され、例えば
偏光板用やタッチパネル用として、あるいは各種ディスプレイの保護フィルムなどとして
好適なハードコートフィルムに関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
近年、液晶表示装置を備えた様々な機器、例えばラップトップ型コンピュータ、ビデオカ
メラ、携帯電話などの民生用機器を始め、自動車や航空機のインパネ用ディスプレイ、液
晶プロジェクターなどが普及してきており、これに伴い、カラー表示化、高輝度化、耐久
性の向上などが要求されている。
この液晶表示装置は、入射した直線偏光を液晶層のもつ電気光学特性で変調し、出射側の
偏光板で透過率の強弱や着色の信号として可視化する装置である。すなわち、偏光をその
表示の原理に用いているため、偏光板は必須の部材である。該偏光板は自然光を直線偏光
に変える素子であり、現在、特に液晶表示装置用に量産実用化されている偏光板の多くは
、ポリビニルアルコールフィルムからなる基材フィルムに、ヨウ素や二色性染料などの二
色性材料を、染色・吸着させ、延伸配向させてなる偏光フィルムの両面あるいは片面に、
光学的に透明で、かつ機械的強度を有する保護膜を貼り合わせたものが用いられている。
そして、上記保護膜としては、通常トリアセチルセロルースフィルムが使用される。
液晶表示装置においては、前記偏光板は、液晶層の出射側以外に、通常入射側にも設けら
れている。該偏光板が、液晶表示装置を始め、各種表示装置の表面側に設けられる場合、
特に十分な硬度が要求され、また耐汚染性を有することが望ましい。
一方、近年、市場が増大している携帯用の情報端末への入力装置として、タッチパネルが
利用されている。このタッチパネルは、ディスプレイ画面を直接指、ペンなどで触れるこ
とによってデータを入力する装置である。
上記タッチパネルは、現在約９割が抵抗膜方式を採用している。該抵抗膜方式のタッチパ
ネルは、一般に透明プラスチック基材の片面に錫ドープ酸化インジウム（ＩＴＯ）膜など
の透明導電性薄膜を積層したタッチ側プラスチック基板と、ガラスなどの透明基材の片面
にＩＴＯ膜などの透明導電性薄膜を積層したディスプレイ側透明基板とを、絶縁スペーサ
を介して、各透明導電性薄膜が向き合うように対向配置させた構造を有している。
そして、入力は、ペンや指でタッチ側プラスチック基板のタッチ入力面（透明導電性薄膜
側とは反対側の面をいう。以下、同様）を押圧し、タッチ側プラスチック基板の透明導電
性薄膜と、ディスプレイ側透明基板の透明導電性薄膜とを接触させて行う。
しかしながら、このような抵抗膜方式タッチパネルにおいては、入力操作を繰り返すこと
により、すなわちタッチ側プラスチック基板の透明導電性薄膜とディスプレイ側透明基板
の透明導電性薄膜との接触を繰り返すことにより、タッチ側プラスチック基板の透明導電
性薄膜が摩耗したり、クラックが発生したり、さらには基材から剥離してしまうなどの問
題が生じる。そこで、このような問題を解決するために、一般に透明プラスチック基板と
透明導電性薄膜との間に、合成樹脂からなるハードコート層を設けることが行われている
。また、該透明プラスチック基板の透明導電性薄膜とは反対側の表面にもハードコート層
を設けることが、よく行われている。
他方、ＰＤＰ（プラズマディスプレイパネル）、ＣＲＴ（ブラウン管）、ＬＣＤ（液晶表
示装置）、ＥＬＤ（エレクトロルミネッセンス素子）などの各種ディスプレイにおいては
、画面に外部から光が入射し、この光が反射して表示画像を見ずらくすることがあり、特
に近年、フラットパネルディスプレイの大型化に伴い、上記問題を解決することが、ます
ます重要な課題となってきている。
このような問題を解決するために、これまで種々のディスプレイに対して、様々な反射防
止処置や防眩処置がとられている。その一つとして反射防止フィルムを各種のディスプレ
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イに使用することが行われている。この反射防止フィルムには、反射防止性能と共に、ハ
ードコート性能、すなわち表面の耐擦傷性が要求されている。
該反射防止フィルムは、従来、蒸着やスパッタリングなどのドライプロセス法により、基
材フィルム上に、低屈折率の物質（ＭｇＦ2）を薄膜化する方法や、屈折率の高い物質［
ＩＴＯ、ＴｉＯ2など］と屈折率の低い物質（ＭｇＦ2、ＳｉＯ2など）を交互に積層する
方法などで作製されている。しかしながら、このようなドライプロセス法で作製された反
射防止フィルムは、製造コストが高くつくのを免れないという問題があった。
そこで、近年、ウェットプロセス法、すなわちコーティングにより反射防止性能を有する
ハードコートフィルムを作製することが試みられている。例えば、耐候性に優れるアクリ
ル系樹脂フィルムを基材として用い、これに電離放射線感応型樹脂組成物の硬化層を設け
たのち、反射防止処理を施し、携帯電話やＰＤＡ（携帯情報端末）、ビデオカメラ等の液
晶表示装置などの保護フィルムとして用いられている。
このように、偏光板用やタッチパネル用として、あるいはハードコート層に反射防止処理
などを施して、各種ディスプレイの表面保護フィルム等として用いられるハードコートフ
ィルムにおいては、表面硬度が高くて耐擦傷性に優れると共に、干渉縞の発生が少なく、
かつ低カール性が要求される。
しかしながら、ハードコートフィルムは、従来、一般に基材フィルム上に、主として多官
能性アクリレート系モノマーや、アクリレート系プレポリマーを構成成分する電離放射線
感応型樹脂組成物の硬化層を設けることにより、作製されており、この場合、硬化収縮や
熱湿収縮が大きく、得られるハードコートフィルムにカールが発生しやすいという問題が
あった。また、通常基材フィルムの屈折率は考慮されず、したがって、基材フィルムとハ
ードコート層との屈折率差により、干渉縞が生じることがあるといった問題もあった。
ハードコート層の屈折率をある範囲に選定した技術として、例えばハードコート層上に反
射防止膜が設けられた反射防止材料が開示されている（例えば、特許文献１参照）。しか
しながら、この技術においては、良好な反射防止機能を付与するために、ハードコート層
上に設けられる反射防止膜の屈折率を考慮して、ハードコート層の高屈折率化（屈折率１
.５５～１.７０）を図ったものであり、基材フィルムの屈折率を考慮してハードコート層
の屈折率を選定したものではない。
【特許文献１】
特開２０００－１７１６０３号公報
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、このような事情のもとで、高硬度を有し、耐擦傷性に優れ、かつ低収縮性（硬
化収縮率、熱湿収縮率が低い）・低カール性を有する上、基材フィルムとハードコート層
との屈折率差が小さく（干渉縞が発生しにくい）、偏光板用やタッチパネル用として、あ
るいは各種ディスプレイの保護フィルムなどとして好適なハードコートフィルムを提供す
ることを目的としてなされたものである。
【０００４】
【課題を解決するための手段】
　本発明者らは、前記目的を達成するために鋭意研究を重ねた結果、基材フィルム上に、
ハードコート層として電離放射線感応型樹脂組成物の硬化層を設けてなるハードコートフ
ィルムにおいて、基材フィルムとして、屈折率がある値以下の透明プラスチックフィルム
を用い、かつ電離放射線感応型樹脂組成物として、シリカゾルやラジカル重合性不飽和基
含有有機化合物が結合したシリカ微粒子と、多官能性アクリレート系モノマーやアクリレ
ート系プレポリマーを含む組成物を用いることにより、その目的を達成し得ることを見出
した。
　また、電離放射線感応型樹脂組成物にラジカル重合性不飽和基を有するシリコーン化合
物を含有させることにより、前記性能に加え、さらに耐汚染性（汚れ除去性能）や低摩擦
性が付与され、表面保護フィルムに用いる場合に、より一層好適なハードコートフィルム
が得られることを見出した。
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　本発明は、かかる知見に基づいて完成したものである。
　すなわち、本発明は、
（１）屈折率１.５２以下のトリアセチルセルロースフィルム、アクリル樹脂フィルム又
は脂環式構造含有熱可塑性樹脂フィルムからなる透明プラスチックフィルムの少なくとも
片面に、（Ａ）シリカゾル及び／又はラジカル重合性不飽和基含有有機化合物が結合した
シリカ微粒子と、（Ｂ）多官能性アクリレート系モノマー及びアクリレート系プレポリマ
ーの中から選ばれる少なくとも１種、並びに（Ｃ）分子内にラジカル重合性不飽和基を有
するシリコーン化合物とを含む電離放射線感応型樹脂組成物の硬化物からなる屈折率１.
５２以下のハードコート層を設け、ハードコート層と透明プラスチックフィルムの屈折率
の差が０.０２６以下であることを特徴とするハードコートフィルム、
（２）ハードコート層中のシリカ含有量が２０～６０重量％である第１項記載のハードコ
ートフィルム、
（３）ハードコート層中の（Ｃ）成分含有量が０.０５～５重量％である第１項又は第２
項記載のハードコートフィルム、及び
（４）ハードコート層の厚さが０.５～３０μｍである第１項ないし第３項のいずれかに
記載のハードコートフィルム。
を提供するものである。
【０００５】
【発明の実施の形態】
本発明のハードコートフィルムは、屈折率が１.５２以下、好ましくは１.５１以下の透明
プラスチックフィルムの少なくとも片面に、電離放射線感応型樹脂組成物の硬化層を設け
た積層フィルムである。
本発明のハードコートフィルムにおいて、基材フィルムとして用いられる透明プラスチッ
クフィルムとしては、透明性を有し、かつ屈折率が１.５２以下のものであればよく、特
に制限されず、従来、光学用ハードコートフィルムの基材として使用されているものの中
から、適宜選択して用いることができる。屈折率が１.５２以下の透明プラスチックフィ
ルムとしては、例えばトリアセチルセルロースフィルム（屈折率約１.４８）、アクリル
樹脂フィルム（屈折率約１.４９）、さらには耐熱性の脂環式構造含有熱可塑性樹脂フィ
ルム［例えば、ＪＳＲ社製「アートン」（屈折率約１.５１）など］等を用いることがで
きる。
これらの透明プラスチックフィルムは、透明性、機械物性、光学特性などのバランスに優
れ、偏光板やタッチパネル用として、あるいは各種ディスプレイの表面保護フィルムなど
の光学用フィルムの基材として好ましく、特に耐熱性が要求される用途には、脂環式構造
含有熱可塑性樹脂フィルムなどが好適である。
これらの透明プラスチックフィルムは、着色されていてもよいし、無着色のものでもよく
、用途に応じて適宜選択すればよい。例えば液晶表示装置の保護用として用いる場合には
、無色透明のフィルムが好適である。
これらの基材フィルムの厚さは特に制限はなく、状況に応じて適宜選定されるが、通常１
５～３００μｍ、好ましくは３０～２５０μｍの範囲である。また、この透明プラスチッ
クフィルムは、その表面に設けられる層との密着性を向上させる目的で、所望により片面
又は両面に、酸化法や凹凸化法などにより表面処理を施すことができる。また、プライマ
ー処理を施すこともできる。上記酸化法としては、例えばコロナ放電処理、クロム酸処理
（湿式）、火炎処理、熱風処理、オゾン・紫外線照射処理などが用いられ、凹凸化法とし
ては、例えばサンドブラスト法、溶剤処理法などが用いられる。これらの表面処理法は基
材フィルムの種類に応じて適宜選ばれるが、一般にはコロナ放電処理法が効果及び操作性
などの面から、好ましく用いられる。
【０００６】
本発明のハードコートフィルムは、上記基材の透明プラスチックフィルムの少なくとも一
方の面にハードコート層を有するものであって、該ハードコート層は、（Ａ）シリカゾル
及び／又はラジカル重合性不飽和基含有有機化合物が結合したシリカ微粒子と、（Ｂ）多
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官能性アクリレート系モノマー及びアクリレート系プレポリマーの中から選ばれる少なく
とも１種と、所望により（Ｃ）分子内にラジカル重合性不飽和基を有するシリコーン化合
物とを含む電離放射線感応型樹脂組成物からなる層に、電離放射線を照射することにより
、該樹脂組成物を硬化させ、形成することができる。
なお、電離放射線感応型樹脂組成物とは、電磁波又は荷電粒子線の中でエネルギー量子を
有するもの、すなわち、紫外線又は電子線などを照射することにより、架橋、硬化する樹
脂組成物を指す。
本発明における電離放射線感応型樹脂組成物においては、（Ａ）成分として、シリカゾル
及び／又はラジカル重合性不飽和基含有有機化合物が結合したシリカ微粒子が用いられる
。ここで、シリカゾルとしては、平均粒径が０.００５～１μｍ程度のシリカ微粒子が、
アルコール系やセロソルブ系の有機溶剤中にコロイド状態で懸濁してなるコロイダルシリ
カを好適に用いることができる。
一方、ラジカル重合性不飽和基含有有機化合物が結合したシリカ微粒子は、平均粒径０.
００５～１μｍ程度のシリカ微粒子表面のシラノール基に、該シラノール基と反応し得る
官能基を有するラジカル重合性不飽和基含有有機化合物を反応させることにより、得るこ
とができる。
前記シラノール基と反応し得る官能基を有するラジカル重合性不飽和基含有有機化合物と
しては、例えば一般式［１］
【化１】

［式中、Ｒ1は水素原子又はメチル基、Ｒ2はハロゲン原子又は
【化２】

で示される基である。］
で表される化合物などが好ましく用いられる。
【０００７】
このような化合物としては、例えばアクリル酸、アクリル酸クロリド、アクリル酸２－イ
ソシアナ－トエチル、アクリル酸グリシジル、アクリル酸２,３－イミノプロピル、アク
リル酸２－ヒドロキシエチル、アクリロイルオキシプロピルトリメトキシシランなど及び
これらのアクリル酸誘導体に対応するメタクリル酸誘導体を用いることができる。これら
のアクリル酸誘導体やメタクリル酸誘導体は単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わ
せて用いてもよい。
このようにして得られたラジカル重合性不飽和基含有有機化合物が結合したシリカ微粒子
は、光硬化成分として、電離放射線の照射により架橋、硬化する。
この（Ａ）成分は、ハードコート層の屈折率を低下させると共に、得られるハードコート
フィルムの硬化収縮性及び熱湿収縮性を低下させ、これら収縮によるハードコートフィル
ムのカールの発生を抑制する効果を有している。該（Ａ）成分の配合量は、使用する基材
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フィルムの屈折率に応じて選定されるが、通常シリカとして、形成されるハードコート層
中に２０～６０重量％の割合で含有するように選定することが好ましい。この含有量が２
０重量％未満ではハードコート層の屈折率を低下させる効果及びハードコートフィルムの
カール発生抑制効果が十分に発揮されないおそれがあるし、６０重量％を超えるとハード
コート層の形成が困難になると共に、ハードコート層の硬度が低下する原因となる。ハー
ドコート層の硬度、屈折率、形成性及びハードコートフィルムのカール抑制などを考慮す
ると、ハードコート層中のシリカのより好ましい含有量は２０～４５重量％の範囲である
。
本発明における電離放射線感応型樹脂組成物においては、（Ｂ）成分として多官能性アク
リレート系モノマー及びアクリレート系プレポリマーの中から選ばれる少なくとも１種が
用いられる。この（Ｂ）成分は、ハードコート層を形成する主要な光硬化成分である。
【０００８】
多官能性アクリレート系モノマーとしては、例えば１,４－ブタンジオールジ（メタ）ア
クリレート、１,６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコー
ルジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ヒドロキ
シピバリン酸ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、ジシクロペンタニルジ（
メタ）アクリレート、カプロラクトン変性ジシクロペンテニルジ（メタ）アクリレート、
エチレンオキシド変性リン酸ジ（メタ）アクリレート、アリル化シクロヘキシルジ（メタ
）アクリレート、イソシアヌレートジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパント
リ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、プロピオ
ン酸変性ジペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ
（メタ）アクリレート、プロピレンオキシド変性トリメチロールプロパントリ（メタ）ア
クリレート、トリス（アクリロキシエチル）イソシアヌレート、ジペンタエリスリトール
ペンタ（メタ）アクリレート、プロピオン酸変性ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）
アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変
性ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレートなどを用いることができる。これ
らの多官能性アクリレート系モノマーは１種を単独で用いてもよいし、２種以上を組み合
わせて用いてもよい。
一方、アクリレート系プレポリマーとしては、例えばポリエステルアクリレート系、エポ
キシアクリレート系、ウレタンアクリレート系、ポリオールアクリレート系などを用いる
ことができる。ここで、ポリエステルアクリレート系プレポリマーとしては、例えば多価
カルボン酸と多価アルコールの縮合によって得られる両末端に水酸基を有するポリエステ
ルオリゴマーの水酸基を（メタ）アクリル酸でエステル化することにより、あるいは、多
価カルボン酸にアルキレンオキシドを付加して得られるオリゴマーの末端の水酸基を（メ
タ）アクリル酸でエステル化することにより得ることができる。エポキシアクリレート系
プレポリマーは、例えば、比較的低分子量のビスフェノール型エポキシ樹脂やノボラック
型エポキシ樹脂のオキシラン環に、（メタ）アクリル酸を反応しエステル化することによ
り得ることができる。ウレタンアクリレート系プレポリマーは、例えば、ポリエーテルポ
リオールやポリエステルポリオールとポリイソシアネートの反応によって得られるポリウ
レタンオリゴマーを、（メタ）アクリル酸でエステル化することにより得ることができる
。さらに、ポリオールアクリレート系プレポリマーは、ポリエーテルポリオールの水酸基
を（メタ）アクリル酸でエステル化することにより得ることができる。これらのアクリレ
ート系プレポリマーは１種を単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよ
い。
【０００９】
本発明においては、この（Ｂ）成分として、前記多官能性アクリレート系モノマーのみを
用いてもよいし、前記アクリレート系プレポリマーのみを用いてもよく、また多官能性ア
クリレート系モノマーとアクリレート系プレポリマーを組み合わせて用いてもよい。
本発明における電離放射線感応型樹脂組成物においては、所望により（Ｃ）成分として、
分子内にラジカル重合性不飽和基を有するシリコーン化合物を含有させることができる。
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この（Ｃ）成分は、光硬化成分であり、電離放射線の照射により架橋、硬化し、ハードコ
ート層に耐汚染性や低摩擦性などを付与する作用を有している。
分子内にラジカル重合性不飽和基を有するシリコーン化合物としては、例えばポリオルガ
ノシロキサン骨格に、エチレン基やプロピレン基等のアルキレン基などからなるスペーサ
を介して、（メタ）アクリロイルオキシ基が導入された化合物などを用いることができる
。ここで、ポリオルガノシロキサンの好ましいものとしては、例えばポリジメチルシロキ
サン、ポリジフェニルシロキサン、ポリメチルフェニルシロキサンなどがある。
この分子内にラジカル重合性不飽和基を有するシリコーン化合物の具体例としては、一般
式［２］
【化３】

［式中、ｍ及びｎは１以上の整数を示し、Ｒは、式
【化４】

（Ｒ1は水素原子又はメチル基である。）
で表される基を示す。］
で表される（メタ）アクリレート変性ポリジメチルシロキサン、あるいは、一般式［３］
【化５】

［式中、Ａはメチル基又は式
【化６】

（Ｒ'は水素原子又はメチル基である）
で示される基、Ｒ1は水素原子又はメチル基、ｋは１以上の整数を示す。］
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で表される片末端又は両末端に（メタ）アクリロイルオキシ基を有するポリジメチルシロ
キサンなどを例示することができる。
【００１０】
本発明においては、この（Ｃ）成分として、前記化合物を単独で用いてもよいし、２種以
上を組み合わせて用いてもよく、その配合量は、ハードコート層中に０.０５～５重量％
の範囲で含まれるように選定するのが好ましい。ハードコート層中の含有量が０.０５重
量％未満では耐汚染性や低摩擦性の付与効果が十分に発揮されないおそれがあるし、５重
量％を超えると量の割には効果の向上がみられず、むしろハードコート層の硬度が低下す
る場合がある。ハードコート層中の該（Ｃ）成分のより好ましい含有量は、０.２～２重
量％の範囲である。
本発明における電離放射線感応型樹脂組成物には、本発明の目的が損なわれない範囲で、
所望により単官能性アクリレート系モノマー、光重合開始剤、光増感剤、重合禁止剤、架
橋剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、光安定剤、レベリング剤、消泡剤などの各種添加成分
を含有させることができる。
ここで、単官能性アクリレート系モノマーとしては、例えばシクロヘキシル（メタ）アク
リレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート、
ステアリル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレートなどの中から選ば
れる少なくとも１種を用いることができる。これらの単官能性アクリレート系モノマーは
、光硬化成分である。
光重合開始剤としては、ラジカル重合型に対して、従来用いられている公知のもの、例え
ばアセトフェノン類、ベンゾフェノン類、アルキルアミノベンゾフェノン類、ベンジル類
、ベンゾイン類、ベンゾインエーテル類、ベンジルジメチルアセタール類、ベンゾイルベ
ンゾエート類、α－アシロキシムエステル類などのアリールケトン系光重合開始剤、スル
フィド類、チオキサントン類などの含硫黄系光重合開始剤、アシルジアリールホスフィン
オキシドなどのアシルホスフィンオキシド類、アントラキノン類、その他光重合開始剤の
中から、任意のものを、１種又は２種以上適宜選択して使用することができる。
なお、電子線硬化型の場合には、この光重合開始剤は用いなくてもよい。
【００１１】
前記光重合開始剤の配合量は、全光硬化成分１００重量部に対して、通常０.２～１０重
量部、好ましくは０.５～７重量部の範囲で選ばれる。
光増感剤としては、例えば第三級アミン類、ｐ－ジメチルアミノ安息香酸エステル、チオ
ール系増感剤などを用いることができる。なお、電子線硬化型の場合は、この光増感剤は
、用いなくてもよい。
光増感剤の配合量は、全光硬化成分１００重量部に対して、通常１～２０重量部、好まし
くは２～１０重量部の範囲で選ばれる。
また、酸化防止剤、紫外線吸収剤、光安定剤としては、従来公知のものの中から適宜選択
して用いることができるが、特に分子内に（メタ）アクリロイル基などを有する反応型の
酸化防止剤、紫外線吸収剤、光安定剤を用いるのが有利である。この場合、電離放射線の
照射により形成されたポリマー鎖に、それぞれ酸化防止剤成分、紫外線吸収剤成分、光安
定剤成分が結合する。したがって、経時による硬化層からの各成分の逸散が抑制されるの
で、長期間にわたって、それぞれの機能が発揮される。
本発明における電離放射線感応型樹脂組成物は、必要に応じ、適当な溶剤中に、前述の（
Ａ）成分、（Ｂ）成分及び必要に応じて用いられる（Ｃ）成分や各種添加成分を、それぞ
れ所定の割合で加え、溶解又は分散させることにより、調製することができる。
この際用いる溶剤としては、例えばヘキサン、ヘプタン、シクロヘキサンなどの脂肪族炭
化水素、トルエン、キシレンなどの芳香族炭化水素、塩化メチレン、塩化エチレンなどの
ハロゲン化炭化水素、メタノール、エタノール、プロパノール、ブタノール、１－メトキ
シ－２－プロパノールなどのアルコール、アセトン、メチルエチルケトン、２－ペンタノ
ン、イソホロン、シクロヘキサノンなどのケトン、酢酸エチル、酢酸ブチルなどのエステ
ル、エチルセロソルブなどのセロソルブ系溶剤などが用いられる。
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このようにして調製された樹脂組成物の濃度、粘度としては、コーティング可能なもので
あればよく、特に制限されず、状況に応じて適宜選定することができる。
【００１２】
次に、前記基材の透明プラスチックフィルムの少なくとも一方の面に、上記樹脂組成物を
、従来公知の方法、例えばバーコート法、ナイフコート法、ロールコート法、ブレードコ
ート法、ダイコート法、グラビアコート法などを用いて、コーティングして塗膜を形成さ
せ、乾燥後、これに電離放射線を照射して該塗膜を硬化させることにより、ハードコート
層が形成される。
電離放射線としては、例えば紫外線や電子線などが用いられる。上記紫外線は、高圧水銀
ランプ、ヒュージョンＨランプ、キセノンランプなどで得られ、照射量は、通常１００～
５００ｍＪ／ｃｍ2であり、一方電子線は、電子線加速器などによって得られ、照射量は
、通常１５０～３５０ｋＶである。この電離放射線の中では、特に紫外線が好適である。
なお、電子線を使用する場合は、重合開始剤を添加することなく、硬化膜を得ることがで
きる。
このようにして形成されたハードコート層の厚さは０.５～３０μｍの範囲が好ましい。
この厚さが０.５μｍ未満ではハードコートフィルムの表面硬度が不十分となり、耐擦傷
性が十分に発揮されないおそれがあるし、３０μｍを超えると硬化収縮率や熱湿収縮率が
大きくなり、ハードコートフィルムにカールが発生しやすくなる。表面硬度及びカール発
生の抑制などを考慮すると、該ハードコート層のより好ましい厚さは１～２０μｍであり
、特に２～１５μｍの範囲が好ましい。
本発明のハードコートフィルムにおいては、該ハードコート層の屈折率は、１.５２以下
、好ましくは１.５１以下である。この屈折率が１.５２を超えると基材フィルムとハード
コート層との屈折率差が大きくなって、光による干渉縞が発生しやすくなり、本発明の目
的が達せられない。
【００１３】
前記ハードコート層の硬度は、鉛筆硬度でＨ以上であるのが好ましく、鉛筆硬度でＨ以上
であれば、ハードコートフィルムに必要な耐擦傷性を備えることができるが、耐擦傷性を
より十分なものにするには、鉛筆硬度で２Ｈ以上のものが特に好適である。なお、鉛筆硬
度の測定方法については、後で説明する。
本発明においては、必要により、前記ハードコート層の表面に、反射防止性を付与させる
などの目的で反射防止層、例えばシロキサン系被膜、フッ素系被膜などを設けることがで
きる。この場合、該反射防止層の厚さは、０.０５～１μｍ程度が適当である。この反射
防止層を設けることにより、太陽光、蛍光灯などによる反射から生じる画面の映り込みが
解消される。なお、反射防止層の種類によっては、帯電防止性の向上を図ることができる
。
本発明のハードコートフィルムにおいては、基材の透明プラスチックフィルムのハードコ
ート層とは反対側の面に、被着体に貼着させるための粘着剤層を形成させることができる
。この粘着剤層を構成する粘着剤としては、光学用途用のもの、例えばアクリル系粘着剤
、ウレタン系粘着剤、シリコーン系粘着剤が好ましく用いられる。この粘着剤層の厚さは
、通常５～１００μｍ、好ましくは１０～６０μｍの範囲である。
さらに、この粘着剤層の上に、必要に応じて剥離フィルムを設けることができる。この剥
離フィルムとしては、例えばグラシン紙、コート紙、ラミネート紙などの紙及び各種プラ
スチックフィルムに、シリコーン樹脂などの剥離剤を塗付したものなどが挙げられる。こ
の剥離フィルムの厚さについては特に制限はないが、通常２０～１５０μｍ程度である。
【００１４】
【実施例】
次に、本発明を実施例によりさらに詳細に説明するが、本発明は、これらの例によってな
んら限定されるものではない。
なお、ハードコートフィルムの性能は、下記の方法に従って評価した。
（１）鉛筆硬度
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ＪＩＳ Ｋ ５４００に準拠して、手かき法により測定した。
（２）耐擦傷性
スチールウール＃００００でハードコートフィルムのコート層表面を擦りつけた際の変化
を目視観察し、下記の３段階で評価した。
○：傷付かない。
△：少し傷付く。
×：傷付く。
（３）干渉縞評価
黒色板上に、ハードコート層面が上になるようにハードコートフィルムを置いて、３波長
蛍光灯下で目視により、下記の５段階で干渉縞発生の程度を評価した。
５：干渉縞の発生なし。
４：僅かに干渉縞の発生が認められる。
３：少し干渉縞の発生が認められるが、実用的には問題ない。
２：干渉縞の発生がかなり認められる。
１：干渉縞の発生が著しく認められる。
なお、３以上で低干渉効果がある。
（４）カール値
試験用のハードコートフィルムを、１００ｍｍ×１００ｍｍの正方形状に切断したサンプ
ルを平坦なガラス板上に、ハードコート層が上になるように置いて、ハードコートフィル
ムの４つの角のガラス板からの距離（ｍｍ）を測定してその合計値（ｍｍ）をカール値（
ｍｍ）とした。測定は、［１］ハードコートフィルムを切断した直後、［２］ハードコー
トフィルムを切断し８０℃の乾燥環境下に２４時間放置後、［３］ハードコートフィルム
を切断し、６０℃、相対湿度９０％の環境下に２４時間放置後に、各々行った。なお、カ
ール値の測定は２３℃、相対湿度５０％の環境下で行った。
カール値の評価は、○は５０ｍｍ未満、×は５０ｍｍ以上であり、実用不可レベルである
ことを示す。
【００１５】
（５）水の接触角
２３℃、相対湿度５０％の環境下において、ハードコート層表面に１０μｌの純水を滴下
し、１分後の水の接触角を、接触角計［協和界面科学(株)製「ＣＡ－Ｘ型」］を用いて測
定した。
なお、接触角９０度以上で汚れ除去性能が確認される。
（６）ハードコート層の屈折率
ＪＩＳ Ｋ ７１４２に準じてアッベ屈折率計を用いて測定した。
実施例１
（Ａ）成分としてエチルセロソルブ溶剤に分散されたシリカゾル［触媒化成工業(株)製「
ＯＳＣＡＬ１６３２、粒径１０～２０μｍ」、固形分３０重量％］２００重量部に、（Ｂ
）成分としてウレタンアクリレートと多官能性アクリレートモノマーからなるハードコー
ト剤［荒川化学工業(株)製「ビームセット５７５ＣＢ」、固形分１００％、光重合開始剤
含有］１００重量部と、（Ｃ）成分としてラジカル重合性不飽和基を有するシリコーン化
合物［共栄社化学(株)製「ライトプロコートＡＦＣ２０００」、固形分１００％］２重量
部を加え、さらにトルエンと１－メトキシ－２－プロパノールとの重量比１：１の混合溶
剤を加えて、固形分濃度３０重量％の電離放射線感応型樹脂組成物を調製した。
次いで、透明プラスチックフィルム（基材フィルム）として厚さ８０μｍのトリアセチル
セルロースフィルム［富士写真フィルム(株)製「Ｔ８０ＵＺ」、屈折率１.４８０］の片
面に、硬化後の厚さが５μｍになるように、上記樹脂組成物をマイヤーバーにて塗布し、
８０℃で１分間乾燥したのち、光量約２３０ｍＪ／ｃｍ2の紫外線を照射してハードコー
ト層を形成し、ハードコートフィルムを作製した。
ハードコート層中のシリカ含有量は３７重量％であり、またハードコート層の屈折率は１
.４９２であった。
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このハードコートフィルムの性能を第１表に示す。
【００１６】
実施例２
（Ａ）成分としてラジカル重合性不飽和基含有有機化合物が結合したシリカ微粒子と、光
重合開始剤を含むハードコート剤［ＪＳＲ(株)製「デソライトＺ７３６０」、固形分７６
重量％、シリカと有機化合物との重量比約６０：４０］１００重量部に、（Ｂ）成分とし
てジペンタエリスリトールペンタアクリレートとジペンタエリスリトールヘキサアクリレ
ートとの混合物［日本化薬(株)製「ＫＡＹＡＮＯＶＡ　ＤＰＨＡ」、固形分１００％］３
０重量部、光重合開始剤［チバ・スペシャリティ・ケミカルズ(株)製「イルガキュア９０
７」］１.５重量部及び（Ｃ）成分としてラジカル重合性不飽和基を有するシリコーン化
合物「ライトプロコートＡＦＣ２０００」（前出）２重量部を加え、さらにトルエンと１
－メトキシ－２－プロパノールとの重量比１：１の混合溶剤を加えて、固形分濃度３０重
量％の電離放射線感応型樹脂組成物を調製した。
次いで、厚さ８０μｍのトリアセチルセルロースフィルム「Ｔ８０ＵＺ」（前出）の片面
に、硬化後の厚さが５μｍになるように、上記樹脂組成物をマイヤーバーにて塗布し、８
０℃で１分間乾燥したのち、光量約２３０ｍＪ／ｃｍ2の紫外線を照射してハードコート
層を形成し、ハードコートフィルムを作製した。
ハードコート層中のシリカ含有量４２重量％であり、またハードコート層の屈折率は１.
５０６であった。
このハードコートフィルムの性能を第１表に示す。
実施例３
実施例１において、基材フィルムを厚さ２３０μｍのアクリルフィルム［住友化学工業(
株)製「テクノロイＴＨＧ」、屈折率１.４９０］に変えた以外は、実施例１と同様な操作
を行い、ハードコートフィルムを作製した。
ハードコート層中のシリカ含有量は３７重量％であり、またハードコート層の屈折率は１
.４９２であった。
このハードコートフィルムの性能を第１表に示す。
実施例４
基材フィルムとして、厚さ１８８μｍの環状ポリオレフィンフィルム［ＪＳＲ(株)製「ア
ートン１８８」、屈折率１.５１０］を用いた以外は、実施例１と同様な操作を行い、ハ
ードコートフィルムを作製した。
ハードコート層中のシリカ含有量は３７重量％であり、またハードコート層の屈折率は１
.４９２であった。
このハードコートフィルムの性能を第１表に示す。
【００１７】
比較例１
実施例１における電離放射線感応型樹脂組成物の調製において、シリカゾル及び「ライト
プロコートＡＦＣ２０００」を用いなかったこと以外は、実施例１と同様な操作を行い、
ハードコートフィルムを作製した。
ハードコート層にはシリカが含まれておらず、ハードコート層の屈折率は１.５２８であ
った。
このハードコートフィルムの性能を第１表に示す。
比較例２
実施例３における電離放射線感応型樹脂組成物の調製において、シリカゾル及び「ライト
プロコートＡＦＣ２０００」を用いなかったこと以外は、実施例３と同様な操作を行い、
ハードコートフィルムを作製した。
ハードコート層にはシリカが含まれておらず、ハードコート層の屈折率は１.５２８であ
った。
このハードコートフィルムの性能を第１表に示す。
【００１８】



(12) JP 4266623 B2 2009.5.20

10

20

30

40

【表１】

【００１９】
【表２】
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【００２０】
【発明の効果】
本発明によれば、高硬度を有し、耐擦傷性に優れ、かつ低収縮性（硬化収縮率、熱湿収縮
率が低い）・低カール性を有する上、基材フィルムとハードコート層との屈折率差が小さ
く、干渉縞の発生が抑制され、例えば偏光板用やタッチパネル用として、あるいは各種デ
ィスプレイの保護フィルムなどとして好適なハードコートフィルムを提供することができ
る。
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